
-
1,498,218

総事業費 歳出+職員人件費 3,163,897 歳出+職員人件費 7,688,490 歳出+職員人件費 2,514,218
0.3 人工 2,420,954 職員人件費 0.2 人工人件費 職員人件費 0.2 人工 1,599,367 職員人件費

（参考） H23当初予算額 1,859,000 H24当初予算額
決算額計 1,564,530 決算額計 5,267,536 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

1,016,000 0
対・決 -80.7 対・予 -84.56,573,000 伸び率(％)

19 負担金、補助及び交付金 500,720
19 負担金、補助及び交付金 532,590 15 工事請負費 4,294,500
15 工事請負費 1,031,940 13 委託料 467,250 19 負担金、補助及び交付金 501,000

計 1,564,530 計 5,267,536 計 1,016,000
金額 うち臨時分

11 需用費 0 11 需用費 5,066 11 需用費 515,000

一般財源 1,564,530 一般財源 1,767,536 一般財源 1,016,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
農村公園維持管理
宍倉農村公園：トイレ解体
西成井農村公園：フェンス設置

農村公園維持管理
柏崎農村公園：広場舗装

農村公園維持管理
西成井農村公園：フェンス修繕
危険遊具撤去

目　的
（成果）

地域住民に憩いの場を提供し併せて地域集落で維持管理することにより、地域連帯感の醸成を図る。

内　容
（概要）

地域住民に憩いの場を提供するため地域集落で維持管理を行い、農村公園運営（管理者）に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 3,500,000 国庫支出金
県支出金

市民協働 共催 総合計画
コード 1341
事業名 02農村公園維持管理事業
会　計 一般会計 款・項・目 060102農業総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0106010202 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限 無 有



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
危険な遊具の撤去を継続的に実施すること。少子化ということもあり地区により公園の利用頻度がまちまちであり、利用形態（子供から年寄ま

で）を検討する必要がある。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

公園の遊具が老朽化しており、危険なものから撤去していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

各公園により、草刈等の実施形態や管理状態にはばらつきがあるが地区で管理していることに
より、市に対する苦情はない。

事業の方向性 　 （ 5 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

予算の範囲内で、危険遊具の撤去。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

利用者にとっては憩いの場となっており草刈等の維持管理は必要になる。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

公園廃止に向けた協議を国・県と進めていく。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
農村総合整備モデル事業として補助を受けて整備した公園であり、廃止
等は難しいが、設置後３０年以上が経過しているので、公園廃止に向けた
協議を国・県と進めていく。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

0 0
実績 0 0成果

指標

苦情等 人 公園に関する苦情
目標 0

目標

1 1
実績 0 1

30 30
実績 33 36活動

指標

清掃実施回数 回 草刈等の清掃回数
目標 42

整備 回 道具等の延命措置（ペンキ塗り等）実施回数
目標 3

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



※事務事業コード／ 0106010302 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画
コード 4114
事業名 02農業政策事業
会　計 一般会計 款・項・目 060103農業振興費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容

減農薬・減化学肥料コシヒカリを学校給食
に導入し、学校給食米との価格差代金補
助。かすみがうら祭での米粉食品の試食と
米粉販売。水稲の適期刈取看板設置等

減農薬・減化学肥料コシヒカリを学校給食
に導入し、学校給食米との価格差代金補
助。かすみがうら祭での地元産米の消費
拡大PR。水稲の適期刈取看板設置等

減農薬・減化学肥料コシヒカリを学校給食に導入し、学
校給食米との価格差代金補助。かすみがうら祭での地
元産米の消費拡大PR。水稲の適期刈取看板設置等

目　的
（成果）

地元産穀物の消費拡大、品質改善を図り生産性を高め、農業経営の向上に寄与する。

内　容
（概要）

地元産米の消費拡大推進事業。茨城県穀物改良協会が行う事業を基本に実施する主な事業は、品質の改善に必要な栽培管理等に関する技術の普及・推奨品種の育成と計画
的な種子更新の推進・生産組織の育成、合理化対策等生産性の向上

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 609,588 一般財源 1,163,657 一般財源 1,168,000
その他 その他 その他

計 609,588 計 1,163,657 計 1,168,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 609,588 19 負担金、補助及び交付金 1,163,657 19 負担金、補助及び交付金 1,168,000

1,168,000 0
対・決 0.4 対・予 01,168,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 895,000 H24当初予算額

決算額計 609,588 決算額計 1,163,657 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

10,487,529
総事業費 歳出+職員人件費 8,606,422 歳出+職員人件費 14,882,397 歳出+職員人件費 11,655,529

1.7 人工 13,718,740 職員人件費 1.4 人工人件費 職員人件費 1.0 人工 7,996,834 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

減農薬減化学肥料栽培米の使用量 ｋｇ
目標 14,262

減農薬減化学肥料栽培米の作付け面積 ｈa
目標 832 832 832
実績 832 832

13,895 26,000
実績 11,835 26,137

成果
指標

目標

目標
実績

実績

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
地元産コシヒカリの消費拡大、付加価値を付けた米のブランド化
旧霞ヶ浦地区の小中学校のみ補助しているので、減減米の作付を拡大し
旧千代田地区にも生産者及び生産地を拡大する。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

平成25年度には両地区の回数を（霞3回/週・116回・千3.5回/週・134回)
を統一する。また、小学生のグラム数が(霞3段階・千2段階)となっているこ
とからあわせる調整を行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
日本人の米離れが問題視されている中、市の生産主力である「米」を見直し、地産地消を推進
するために必要な事業となっている。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

地元産コシヒカリの消費拡大を図ることに併せ、安心安全な米を地産地消
できるシステムを構築する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

霞ヶ浦地区と千代田地区の回数等を統一して実施していく必要がある。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

イベント時において、米の消費拡大に関するPRを行い、普及拡大に貢献することができた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
地元産米の消費拡大を図ること。現在の農業振興整備計画は、旧町の整備計画であることから、市の整備計画を作成する必要

がある。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106010306 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4114
事業名 06園芸振興事業
会　計 一般会計 款・項・目 060103農業振興費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容

園芸振興に係る負担金補助及び交付金。新作
物推進協議会など団体に対する補助。廃プラ
スチック適正処理に対する補助。花きの優良種
苗導入資金貸付に対する利子の助成。残留農
薬検査に対する補助など。

園芸振興に係る負担金補助及び交付金。新作
物推進協議会など団体に対する補助。廃プラ
スチック適正処理に対する補助。花きの優良種
苗導入資金貸付に対する利子の助成。残留農
薬検査に対する補助など。

園芸振興に係る負担金補助及び交付金。新作物推進
協議会など団体に対する補助。廃プラスチック適正処理
に対する補助。残留農薬検査に対する補助など。

目　的
（成果）

園芸（果樹）産地の整備強化を図るため、各種団体への補助等を行い、経営の安定を図る。

内　容
（概要）

市の園芸振興のため、各団体への補助及び施設の設置等に対する補助を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 6,000,000 県支出金 10,316,000 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 2,576,047 一般財源 2,231,549 一般財源 3,159,000
その他 6,024,986 その他 6,024,854 その他

計 14,601,033 計 18,572,403 計 3,159,000
金額 うち臨時分

08 報償費 1,470 08 報償費 1,470 08 報償費 3,000

11 需用費 3,528 11 需用費 2,620 11 需用費 30,000
09 旅費 4,000 09 旅費 4,000 09 旅費 4,000

21 貸付金 6,000,000 21 貸付金 6,000,000
19 負担金、補助及び交付金 2,567,049 19 負担金、補助及び交付金 6,539,459 19 負担金、補助及び交付金 3,122,000

23 償還金利子及び割引料 6,024,986 23 償還金利子及び割引料 6,024,854

3,159,000 0
対・決 -83.0 対・予 -79.315,236,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 15,938,000 H24当初予算額

決算額計 14,601,033 決算額計 18,572,403 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

5,992,874
総事業費 歳出+職員人件費 20,998,500 歳出+職員人件費 25,028,281 歳出+職員人件費 9,151,874

0.8 人工 6,455,878 職員人件費 0.8 人工人件費 職員人件費 0.8 人工 6,397,467 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

補助申請件数 件 園芸振興補助件数
目標 25

目標
実績

25 25
実績 20 23

成果
指標

補助団体数 件 経営安定化を図った団体数
目標 25

目標
実績

25 25
実績 20 23

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 園芸農家の減少化。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

補助については、農業者及び団体のニーズ及び事業効果を十分に考慮
する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

市の園芸を発展させ、農業者団体などを支援するためには、本事業は不可欠である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

生産者ニーズに応えられるように補助の内容について検討する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

農業者及び団体のを十分に把握しながら事業を実施していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

団体が行う事業へ補助を行うことにより、概ね目的は達成されたと思われる。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
園芸振興のために、農家の実情を十分把握し事業実施すること。

事業費補助への変更

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106010307 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画
コード 4114
事業名 07有害鳥獣対策事業
会　計 一般会計 款・項・目 060103農業振興費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
有害鳥獣捕獲
・霞ヶ浦地区　カモ、カラス２回
・千代田地区　イノシシ３回、カラス１回

有害鳥獣捕獲
・霞ヶ浦地区　カモ、カラス２回
・千代田地区　イノシシ３回、カラス１回
イノシシ囲いわな設置工事、わな免許取得
補助金など

有害鳥獣捕獲
・霞ヶ浦地区　カモ、カラス２回
・千代田地区　イノシシ４回、カラス１回
イノシシ囲いわな設置工事、わな免許取得補助金など

目　的
（成果）

有害鳥獣による農作物への被害削減を図る。

内　容
（概要）

イノシシ、カモ及びカラス等による農作物への被害を最小限に防ぐため有害鳥獣捕獲並びに対策を実施する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 4,260,450 一般財源 4,545,256 一般財源 4,821,000
その他 その他 その他

計 4,260,450 計 4,545,256 計 4,821,000
金額 うち臨時分

08 報償費 0 08 報償費 234,810 08 報償費 400,000

13 委託料 3,531,000 11 需用費 182,481 13 委託料 2,000,000
11 需用費 29,450 09 旅費 0 11 需用費 222,000

15 工事請負費 1,291,500 15 工事請負費 1,292,000
19 負担金、補助及び交付金 700,000 13 委託料 1,944,000 14 使用料及び賃借料 75,000

19 負担金、補助及び交付金 739,900
18 備品購入費 152,565 19 負担金、補助及び交付金 832,000

4,821,000 0
対・決 6.1 対・予 -75,183,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 3,955,000 H24当初予算額

決算額計 4,260,450 決算額計 4,545,256 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

5,992,874
総事業費 歳出+職員人件費 8,258,867 歳出+職員人件費 8,580,180 歳出+職員人件費 10,813,874

0.5 人工 4,034,924 職員人件費 0.8 人工人件費 職員人件費 0.5 人工 3,998,417 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

捕獲数（イノシシ） 頭 当該有害鳥獣の捕獲数
目標 40

捕獲数（カラス、カルガモ） 羽 当該有害鳥獣の捕獲数
目標 700 700 750
実績 500 667

40 100
実績 49 61

成果
指標

苦情件数 件 農作物に対する被害の苦情
目標 0

目標
実績

0 0
実績 18 44

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 イノシシ並びに小動物（アライグマ、ハクビシン等）の増加。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

農作物への被害が生じないように有効な有害鳥獣の捕獲並びに対策を
行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

有害鳥獣による農作物への被害は深刻であり、これらの捕獲等事業は必要不可欠である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

捕獲だけに頼らない対策の実施。集落などとともに対策を実施する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

農作物にとって有害な鳥獣の捕獲を、集落等の要望を踏まえながら効率
的に実施していく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

概ね目標の成果は得られたが、個体については増加の傾向にある。この事業の実施なしには
成果はないと考える。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
被害を受けている農家等の苦情に柔軟に対応して実施すること。

市内で有害鳥獣が増加しており、市として対処する必要がある。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

※事務事業コード／ 0106010308 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4113
事業名 08農業振興事業
会　計 一般会計 款・項・目 060103農業振興費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
市の農業の推進を図るための各種補助事
業の実施。農林水産物並びに加工品のブ
ランド化事業。耕作放棄地対策事業。

市の農業の推進を図るための各種補助事
業の実施。農林水産物並びに加工品のブ
ランド化事業。耕作放棄地対策事業。

市の農業の推進を図るための各種補助事業の実施。農
林水産物並びに加工品のブランド化事業。耕作放棄地
対策事業。

目　的
（成果）

市の農業の発展のため、担い手の育成確保、耕作放棄地対策、農業経営の改善等を支援する。また農林水産物や加工品を「湖山の宝」として、高付加価値化や特産物の開発等
を通じて「かすみがうらブランド」の確立を図る。

内　容
（概要）

農業振興のための各種団体への補助、また農林水産物やそれらを使用した加工品の高付加価値化やブランド化を図る。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 2,027,146 県支出金 3,127,995 県支出金 6,517,000

市債 市債 市債

一般財源 18,050,784 一般財源 5,804,815 一般財源 5,145,000
その他 15,370 その他 10,200 その他 12,000

計 20,093,300 計 8,943,010 計 11,674,000
金額 うち臨時分

01 報酬 105,000 01 報酬 105,000 01 報酬 68,000

11 需用費 82,251 11 需用費 64,830 11 需用費 190,000
09 旅費 7,600 09 旅費 15,140 09 旅費 92,000

13 委託料 1,942,500
12 役務費 0 19 負担金、補助及び交付金 8,758,040 19 負担金、補助及び交付金 11,324,000

19 負担金、補助及び交付金 17,955,949

11,674,000 0
対・決 30.5 対・予 69.56,889,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 10,187,000 H24当初予算額

決算額計 20,093,300 決算額計 8,943,010 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

14,982,184
総事業費 歳出+職員人件費 36,886,651 歳出+職員人件費 25,889,689 歳出+職員人件費 26,656,184

2.1 人工 16,946,679 職員人件費 2.0 人工人件費 職員人件費 2.1 人工 16,793,351 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

農業経営改善計画ヒアリング・個別営農
相談会

回 新規認定候補者の掘り起し、担い手の経営改善を支援する。
目標 5

目標
実績

5 5
実績 5 5

成果
指標

農業経営改善計画新規認定件数 件 新規認定農業者数
目標 8

目標
実績

8 8
実績 10 10

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 担い手の育成確保。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

補助については、農業者及び団体のニーズ及び事業効果を十分に考慮
する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

担い手の育成確保、経営発展を支援することで、地域農業の振興に資するものである。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

生産者ニーズに応えられるように補助の内容について検討する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

農業者及び団体のニーズ等を十分に考慮しながら、事業を実施していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

２４年度予定した新規の認定農業者数は確保できたが、担い手は減少する傾向にある。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
耕作放棄地が増大していることから遊休農地対策事業に積極的に取り
組むこと。事業費補助への変更

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106010402 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4115
事業名 02畜産振興事業
会　計 一般会計 款・項・目 060104畜産振興費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
共励会への出品に対する補助。家畜防疫
事業、肥育牛・酪農・養豚部等への補助。

共励会への出品に対する補助。家畜防疫
事業、肥育牛・酪農・養豚部等への補助。

共励会への出品に対する補助。家畜防疫事業、肥育
牛・酪農・養豚部等への補助。

目　的
（成果）

畜産の振興を図るとともに畜産環境の改善を資する。

内　容
（概要）

各種共励会への出品の奨励や消費拡大対策、伝染病の予防検査・指導等防衛事業を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 6,982,708 県支出金 7,302,034 県支出金 2,000

市債 市債 市債

一般財源 1,397,777 一般財源 1,204,723 一般財源 1,446,000
その他 その他 その他

計 8,380,485 計 8,506,757 計 1,448,000
金額 うち臨時分

09 旅費 2,000 09 旅費 2,000 09 旅費 2,000

19 負担金、補助及び交付金 8,368,585 19 負担金、補助及び交付金 8,494,854 19 負担金、補助及び交付金 1,436,000
11 需用費 9,900 11 需用費 9,903 11 需用費 10,000

1,448,000 0
対・決 -83.0 対・予 -30.82,092,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 1,877,000 H24当初予算額

決算額計 8,380,485 決算額計 8,506,757 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

4,494,655
総事業費 歳出+職員人件費 13,178,585 歳出+職員人件費 13,348,665 歳出+職員人件費 5,942,655

0.6 人工 4,841,908 職員人件費 0.6 人工人件費 職員人件費 0.6 人工 4,798,100 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

防疫・衛生指導 回 巡回指導や講演会の回数
目標 3

目標
実績

3 3
実績 2 1

成果
指標

苦情件数 件 悪臭や糞尿による苦情件数
目標 0

目標
実績

0 0
実績 10 8

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 畜産農家の減少化。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

畜産農家の負担を少しでも減らすため、防疫・衛生関係を中心に補助する。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

市内の畜産業を衰退させないために、本事業は畜産振興には不可欠である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

生産者ニーズに応えられるように補助の内容について検討する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

畜産農家に対し、防疫・衛生関係の補助に取り組んでいく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

今後は家畜保健所とともに防疫指導など強化する。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
疫病等の蔓延は畜産農家に多大な影響を及ぼすことから防疫事業を徹
底すること。事業費補助への変更

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106010602 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画
コード 4111
事業名 02米政策推進事業
会　計 一般会計 款・項・目 060106水田農業対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容

生産調整の推進に要する経費及びシステ
ムリース料。水田農業ビジョンの推進、米
の需給調整の推進補助。転作達成者に応
じて補助する。

生産調整の推進に要する経費及びシステ
ムリース料。水田活用の推進補助。認定農
業者に助成金の加算する。

生産調整の推進に要する経費及びシステムリース料。
水田活用の推進補助。認定農業者に助成金の加算す
る。

目　的
（成果）

食料自給率の向上を図るためには、需給調整を実施する水田を有効に活用することが不可欠である。米の需給調整を効率的に進め、飼料用米の作付けや麦、大豆の単収向上、
不作付水田における作付拡大等に取組む。需給調整する水田農業の担い手の経営を支えながら、主食用米以外の作物を作付販売する農家支援を目的とする。

内　容
（概要）

農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、食料自給率の向上と農業の多面的機能を維持するために、経営所得安定対策の推進及び戦略作物の生産を振興し、各農家が取組
んだ新規需要米に助成金を交付する。また、認定農業者に助成する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 250,000 県支出金 6,754,000 県支出金 6,800,000

市債 市債 市債

一般財源 19,933,292 一般財源 26,188,580 一般財源 25,320,000
その他 その他 その他

計 20,183,292 計 32,942,580 計 32,120,000
金額 うち臨時分

11 需用費 18,900 12 役務費 260,980 14 使用料及び賃借料 220,000

19 負担金、補助及び交付金 19,839,312 19 負担金、補助及び交付金 32,356,520
14 使用料及び賃借料 325,080 14 使用料及び賃借料 325,080 19 負担金、補助及び交付金 31,900,000

32,120,000 0
対・決 -2.5 対・予 -12.836,826,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 23,564,000 H24当初予算額

決算額計 20,183,292 決算額計 32,942,580 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

11,985,747
総事業費 歳出+職員人件費 33,777,910 歳出+職員人件費 49,082,274 歳出+職員人件費 44,105,747

2.0 人工 16,139,694 職員人件費 1.6 人工人件費 職員人件費 1.7 人工 13,594,618 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

新規需要米への取組 ha 米の需給調整に応じた新規需要米（飼料用米）の生産された面積
目標 35

目標
実績

40 60
実績 42.2 62.7

成果
指標

生産目標数量の達成 ％ 生産調整された面積に対して実際の生産面積
目標 100

目標
実績

100 100
実績 105.6 100.2

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
これまでの制度は、生産調整のため水稲の作付を行わず、不作付水田と
して需給調整してきたことから、不作付地が荒廃し耕作放棄地化してる。
こうした不作付地を複田し、食料自給力の向上を図る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

担い手の育成や集落営農組織への土地を集積する。
新規需要米（飼料用米）の受け入れ畜産農家の拡大を図り、耕畜連携を
推進する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
米価の下落を抑え、水田経営の安定のため、国の施策による農業者戸別所得補償制度の事務
事業を実施している。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

耕作放棄地の解消と土地利用集積を図り、効率的な農業経営の確立を
目指す農家を支援する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

土地の集積事業を始め、耕畜連携を推進していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

戸別所得補償制度が開始して間もなく、飼料用米等の取組手が集められなかった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
需要調整のための主食用米以外の作付農家の支援を行うこと。平成２３年度から、農業者戸別所得補償制度の本格実施により、連携が必要な協議会を整理統合され、農業再生協議

会となった。協議会を通じ、広く周知を行い新規需要米の拡大を行う必要がある。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

※事務事業コード／ 0106010802 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 24 年度～平成 28 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4114
事業名 02農地・水・環境保全向上対策事業
会　計 一般会計 款・項・目 060108農地費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容

事業主体：活動組織
共同活動（資源保全）を実施する組織の活
動費を協定面積より算出された市の負担
分を負担金として資源保全協議会へ負担
する。

事業主体：活動組織
共同活動（資源保全）及び向上活動を実
施する組織の活動費を協定面積より算出
された市の負担分を負担金として資源保
全協議会へ負担する。

事業主体：活動組織
共同活動（資源保全）及び向上活動（施設の長寿命化）
を実施する組織の活動費を協定面積より算出された市
の負担分を負担金として資源保全協議会へ負担する。

目　的
（成果）

農地や農業用水等の資源を守る地域の「まとまり」を強化し、環境に優しい農業を実践する地域ぐるみの活動を支援する。

内　容
（概要）

平成24年度から5年間、共同活動（資源保全）を実施している同一組織の活動費について、資源保全県南地域協議会へ協定面積より算出された分を負担金として納付する。組織7地区：東野寺地区、上大堤・三ツ木地区（一の瀬保全会）、菱木上流地区（菱木あやめ会）、恋瀬川右岸第2工区（志筑
地区資源保全活動組織）、千代田石岡第5工区（佐谷地区資源保全活動組織）、千代田石岡第6工区（千代田中部地区資源保全活動組織、河北地区資源保全活動組織

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 60,000 県支出金 60,000 県支出金 60,000

市債 市債 市債

一般財源 1,737,080 一般財源 4,735,154 一般財源 5,766,000
その他 その他 その他

計 1,797,080 計 4,795,154 計 5,826,000
金額 うち臨時分

11 需用費 54,680 11 需用費 66,000 11 需用費 60,000

19 負担金、補助及び交付金 4,729,154 19 負担金、補助及び交付金 5,764,000
19 負担金、補助及び交付金 1,742,400 12 役務費 0 12 役務費 2,000

5,826,000 0
対・決 21.5 対・予 67.33,483,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 1,798,000 H24当初予算額

決算額計 1,797,080 決算額計 4,795,154 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

2,247,328
総事業費 歳出+職員人件費 3,396,447 歳出+職員人件費 7,216,108 歳出+職員人件費 8,073,328

0.3 人工 2,420,954 職員人件費 0.3 人工人件費 職員人件費 0.2 人工 1,599,367 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

活動組織数 団体 共同活動（資源保全）を実施している団体数
目標 3

協定締結数 協定 協定活動（資源保全）を実施するため、協定書を締結した団体数
目標 3 6 6
実績 3 6

6 6
実績 3 6

成果
指標

協定農用地面積 ha 協定書の締結時の農用地面積
目標 158

目標
実績

300 350
実績 158 303

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

地域ぐるみ（非農家の参加）での活動組織において共同活動（資源保全）
及び向上活動（施設の長寿命化）を実施しているが、農村地域の過疎化・
高齢化による地域ぐるみだけでは農村環境を保全していくのは難しい状
況になっている。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

これまでの地域ぐるみの共同活動に加え、集落が行う農地周りの水路・農
道等の補修・更新などの活動に対して新たに支援することにより、長寿命
化対策の強化を図ることを目的とした本事業の推進活動を進める。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
地域全体で取り組んできた共同活動が危弱になり、農村や農業が有している優れた環境（多面的機能）の発揮にも大きく影響がでるおそれがあることから、活動
組織が主体となり事業を実施するのに加えて、非農家の参加を得ることで新たな共同活動の仕組みを作り上げ、農村環境の保全活動を推進する。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

平成24年度から第2期分の開始となり、1期分より３地区増の６地区となっ
たが、さらに実施団体の増を進めるよう検討する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

７地区以外についても本事業の実施を推進していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

平成19年度から5年間同一の活動組織（3地区）により、共同活動（資源保全）を実施している。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
事業推進を図ること。事業主体は活動組織であり、市は活動組織と協定を締結し実施している。活動費は協定面積より算定さ

れ、資源保全協議会県南支部より支払われる。市の負担分については負担金として協議会に納付する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106010803 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4111
事業名 03土地改良整備支援事業
会　計 一般会計 款・項・目 060108農地費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容

・土地改良区等が実施する土地改良事業
及び維持管理事業に対する補助
・県営事業で進めている整備事業に対す
る負担金

・土地改良区等が実施する土地改良事業
及び維持管理事業に対する補助
・県営事業で進めている整備事業に対す
る負担金

・土地改良区等が実施する土地改良事業及び維持管
理事業に対する補助
・県営事業で進めている整備事業に対する負担金

目　的
（成果）

土地改良区等で実施する施設の維持管理に係る修繕等への対応力を確保することにより受益者の経営安定を図る。

内　容
（概要）

土地改良区等が実施する土地改良事業及び維持管理事業に対し、補助金を交付する。また、県営事業で実施している整備事業に対し交付金を負担する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 8,819,596 一般財源 9,184,175 一般財源 15,243,000
その他 その他 その他

計 8,819,596 計 9,184,175 計 15,243,000
金額 うち臨時分

11 需用費 713,584 11 需用費 1,208,315 11 需用費 450,000

16 原材料費 54,022 16 原材料費 240,870 13 委託料 735,000
12 役務費 17,390 12 役務費 23,390 12 役務費 40,000

27 公課費 7,600 27 公課費 7,600 19 負担金、補助及び交付金 13,750,000
19 負担金、補助及び交付金 8,027,000 19 負担金、補助及び交付金 7,704,000 16 原材料費 258,000

27 公課費 10,000

15,243,000 0
対・決 66.0 対・予 -2.715,665,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 9,078,000 H24当初予算額

決算額計 8,819,596 決算額計 9,184,175 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

3,745,546
総事業費 歳出+職員人件費 11,218,646 歳出+職員人件費 10,798,144 歳出+職員人件費 18,988,546

0.2 人工 1,613,969 職員人件費 0.5 人工人件費 職員人件費 0.3 人工 2,399,050 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

故障箇所数 箇所 小規模土地改良事業要望件数
目標 6

目標
実績

10 10
実績 9 16

成果
指標

整備延長 ｍ 農道4号（県営事業）全体９４５ｍ
目標 945

整備箇所数 箇所 小規模土地改良事業整備件数
目標 6 10
実績 9 16

945 945
実績 813 813

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
県営事業で実施している農道4号（上志筑）の用地交渉が難航している箇
所について、契約が成立したので、早急に工事の着手を行い、今年度中
（25年度）の完了を目指す。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

事業実施主体である県南農林事務所工務課と連携し、今年度（25年度）
中の完了を目指す。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
土地改良区等施設の老巧化や事故による故障に対し予算の範囲内で補助し、土地改良区等
の機能を確保することが重要である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

県営事業の4号農道（上志筑）整備の完了を目指す。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

県営事業の4号農道（上志筑）整備については、県南農林事務所との連
携により、早期の供用開始を目指す。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

県営事業による農道4号（上志筑）の一部の箇所について、難航していた用地交渉がまとまった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
農村空間整備事業東筑波地区４号線（上志筑地内）の早期完成に努め
ること。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106010804 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4111
事業名 04土地改良助成事業
会　計 一般会計 款・項・目 060108農地費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
土地改良区等への運営補助
国営及び県営事業により造成された水利
施設の償還金補助

土地改良区等への運営補助
国営及び県営事業により造成された水利
施設の償還金補助

土地改良区等への事業費補助
国営及び県営事業により造成された水利施設の償還金
補助

目　的
（成果）

農地を整備し、又は管理するために土地改良区若しくは水利組合、その他の団体（以下「土地改良区」という。）等を組織する農家等の負担軽減を図り、運営の円滑化を図ることを
目的とする。

内　容
（概要）

国営及び県営事業により水利施設の償還金を補助し、出島台地等の農地活用を推進する。又、土地改良区等を構成する農家等の負担軽減を図るため土地改良区等へ補助金を
助成し、地域の農地を維持し改良するための事業を推進する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 22,218,612 一般財源 20,644,812 一般財源 19,916,000
その他 その他 その他

計 22,218,612 計 20,644,812 計 19,916,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 22,218,612 19 負担金、補助及び交付金 20,644,812 19 負担金、補助及び交付金 19,916,000

19,916,000 0
対・決 -3.5 対・予 -420,742,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 21,907,000 H24当初予算額

決算額計 22,218,612 決算額計 20,644,812 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

1,498,218
総事業費 歳出+職員人件費 24,617,662 歳出+職員人件費 22,258,781 歳出+職員人件費 21,414,218

0.2 人工 1,613,969 職員人件費 0.2 人工人件費 職員人件費 0.3 人工 2,399,050 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

助成件数 件 石岡台地土地改良区への助成件数
目標 10

補助申請件数 件 かすみがうら市の運営補助金申請件数（２５年度からは事業費補助金）
目標 26 23 22
実績 23 22

10 9
実績 10 9

成果
指標

石岡台地土地改良区の受益者数 人 石岡台地土地改良区内の加入者数
目標 1,302

目標
実績

1,302 1,287
実績 1,302 1,287

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 施設の老朽化により、整備補修費の負担が懸念される。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

石岡台地関係の会議等に積極的に参加し全体の現状把握に努め、関係
市町村との連携を緊密にする。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
千代田地区水田の大部分が石岡台地土地改良区で維持管理する農業用水に頼っており、経営基盤の安定は必要である。又、土地改良区等で管理している
水路等は集落や指導の排水流末となっているなど、自然環境の質的な向上や排水機能の維持管理は必要である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

石岡台地土地改良区の経営基盤の安定化を図るため、計画区域内の未
効果地区について改良区と連携し整備の推進を図る。
補助対象となる活動及び成果が不明確であり、達成状況を把握するには
補助対象経費を明確にするなどの検討を要する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

石岡台地土地改良区主催の会議や講習会等に積極的に参加し、関係市
町村との情報を共有していく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

２５年度より公募型補助金の導入により、これまで対象経費が漠然としていた運営補助が、これからは対象経費の決定（光熱水費）により、
透明性が確保された。ただし、賦課軽減のための補助であり、活動及び成果等の判断基準が難しい。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
土地改良区連絡協議会の４土地改良区の合併に向け協議を行うこと。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

※事務事業コード／ 0106010806 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 22 年度～平成 26 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4111
事業名 06国営造成施設管理体制整備事業
会　計 一般会計 款・項・目 060108農地費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容

霞ヶ浦土地改良区が行う管理の高度化や
多面的機能の発揮に対応した管理活動経
費に対し、補助金（国５０%・県２０%・市３０%）
を交付する。

霞ヶ浦土地改良区が行う管理の高度化や
多面的機能の発揮に対応した管理活動経
費に対し、補助金（国５０%・県２０%・市３０%）
を交付する。

霞ヶ浦土地改良区が行う管理の高度化や多面的機能
の発揮に対応した管理活動経費に対し、補助金（国５
０%・県２０%・市３０%）を交付する。

目　的
（成果）

国営及び県営事業により造成された農業水利施設のもつ多面的機能について、地域における取組を促進する観点から、多面的機能が地域に定着、浸透するまでの間（5年間）、
県と市が連携し、国営造成施設を有する土地改良区の管理体制の整備を図る。

内　容
（概要）

国営及び県営事業により造成された農業水利施設のもつ多面的機能について、地域における取組を促進する観点から、多面的機能が地域に定着、浸透するまでの間（5年間）、
県と市が連携し、国営造成施設を有する土地改良区の管理体制の整備を図る。土地改良区の管理体制の整備を整備をするため、推進事業・支援事業に対し負担する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 4,158,000 県支出金 3,159,800 県支出金 3,458,000

市債 市債 市債

一般財源 1,848,300 一般財源 1,417,350 一般財源 1,552,000
その他 その他 その他

計 6,006,300 計 4,577,150 計 5,010,000
金額 うち臨時分

11 需用費 6,300 11 需用費 3,150 11 需用費 10,000

19 負担金、補助及び交付金 5,500,000 19 負担金、補助及び交付金 4,074,000 19 負担金、補助及び交付金 4,500,000
13 委託料 500,000 13 委託料 500,000 13 委託料 500,000

5,010,000 0
対・決 9.5 対・予 9.44,579,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 6,020,000 H24当初予算額

決算額計 6,006,300 決算額計 4,577,150 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

1,498,218
総事業費 歳出+職員人件費 7,605,667 歳出+職員人件費 6,191,119 歳出+職員人件費 6,508,218

0.2 人工 1,613,969 職員人件費 0.2 人工人件費 職員人件費 0.2 人工 1,599,367 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

助成件数 件 国営造成管理体制整備事業の推進事業・支援事業助成件数
目標 1

目標
実績

1 1
実績 1 1

成果
指標

計画策定の進捗率 ％ 国営造成管理体制整備事業の推進事業に対しての計画による進捗率
目標 100

目標
実績

100 100
実績 100 100

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
運営費に対する国の補助事業を利用しているが、補助額が減少してい
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

国補助金の減少について、関係土地改良区に負担を要請する。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
出島大地の水田耕作地に農業用水を供給している事業であり、直接的・間接的な水源として必要性が高い。また、出
島用水の事業費の一部に国の補助事業を利用しているがその採択要件を満たすためには協議会による運営が必要。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

平成２２年度から平成２６年度までの５年間については継続事業として承
認されたが、平成２６年度以降についても国及び県に対し、補助事業の
継続を要望する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

国の補助額の減少に伴い、関係土地改良区の負担が増えることに対し協
力を要請していく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

出島用水の稼動により、出島大地や落ち水等により間接的に水利用をしている水田耕作地が
安定した米生産を図られた。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
円滑な事業推進を図ること。受益地の米生産には出島用水の稼動は不可欠であり支出内容は固定的な経費であるため現

状を維持する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106010809 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 25 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画
コード 4111
事業名 09農業体質強化基盤整備事業
会　計 一般会計 款・項・目 060108農地費 新規／継続

（事業区分１）

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
農作業道の整備
排水路整備

区画拡大（市が農業者に代わって申請）

目　的
（成果）

生産効率を高める競争力ある「攻めの農業」を実現するため、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備により、担い手への農地集積を加速化し農業の構造改革を推進する。また、戦後急速に整備された農業水利施設につ
いては、今後耐用年数を迎える施設が増加することから、適切な保全管理が求められているので、農地・農業水利施設等の整備を実施し、農業競争力の強化を図る。

内　容
（概要）

本事業は、市町村等が行う補助率50％（農作業道、農業用用排水施設等）と、農業者等が組織する団体が行う定額補助（区画拡大、暗渠排水）がある。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 15,074,000 国庫支出金 2,030,000
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 0 一般財源 15,087,985 一般財源 0
その他 その他 その他

計 0 計 30,161,985 計 2,030,000
金額 うち臨時分

11 需用費 12,285 19 負担金、補助及び交付金 2,030,000

15 工事請負費 23,719,500
13 委託料 6,430,200

2,030,000 0
対・決 -93.3 対・予 -94.738,499,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 0 H24当初予算額

決算額計 0 決算額計 30,161,985 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

2,996,437
総事業費 歳出+職員人件費 0 歳出+職員人件費 33,389,924 歳出+職員人件費 5,026,437

0.4 人工 3,227,939 職員人件費 0.4 人工人件費 職員人件費 人工 0 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

農道整備延長 ｍ 本年度に整備を完了した延長（農作業道）
目標

定額補助面積 ha 区画拡大面積
目標 2
実績

1,200
実績 1,374

成果
指標

進捗率 ％ 整備完了延長/該当事業の計画延長
目標

目標
実績

100 100
実績 100

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
補助事業実施者が個人であるので、実施にあたり、指導を徹底しなけれ
ばならない。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

事業予定箇所が確実で実施が担保できている所の選定。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
地域のニーズを踏まえた基盤整備による農業の競争力強化や整備済の農地の高度利用を迅
速・安価に図るための簡易な整備（定額補助）は必要である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

個人及び小規模団体の申請については、市以外で事業主体となれる、土
地改良区やJA等と連携していく。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

実施のあたり、指導を徹底し、事業予定箇所が確実で実施が担保できて
いる所の選定をする。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

国費50％で実施。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
円滑な事業推進を図ること。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106020102 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4116
事業名 02林業振興事業
会　計 一般会計 款・項・目 060201林業振興費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
林道の整備事業、造林事業、平地林の保
全整備、森林愛護運動など。

林道の整備事業、造林事業、平地林の保
全整備、森林愛護運動など。

林道の整備事業、造林事業、平地林の保全整備、森林
愛護運動など。

目　的
（成果）

林業と森林の保育管理などを図る。

内　容
（概要）

林道の整備並びに草刈・除草などを行う。また平地林の保全整備等を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 12,972,426 県支出金 21,609,028 県支出金 7,600,000

市債 市債 市債

一般財源 3,079,067 一般財源 3,541,230 一般財源 2,634,000
その他 45,000 その他 45,000 その他 45,000

計 16,096,493 計 25,195,258 計 10,279,000
金額 うち臨時分

07 賃金 509,130 07 賃金 0 11 需用費 1,310,000

12 役務費 26,606 12 役務費 8,787 13 委託料 8,500,000
11 需用費 747,553 11 需用費 380,858 12 役務費 50,000

17 公有財産購入費 610,000 15 工事請負費 2,089,500
13 委託料 13,833,762 13 委託料 22,384,030 19 負担金、補助及び交付金 419,000

19 負担金、補助及び交付金 300,142 19 負担金、補助及び交付金 288,333
18 備品購入費 69,300 18 備品購入費 43,750

10,279,000 0
対・決 -59.2 対・予 -6933,156,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 17,927,000 H24当初予算額

決算額計 16,096,493 決算額計 25,195,258 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

2,996,437
総事業費 歳出+職員人件費 20,094,910 歳出+職員人件費 28,423,197 歳出+職員人件費 13,275,437

0.4 人工 3,227,939 職員人件費 0.4 人工人件費 職員人件費 0.5 人工 3,998,417 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

林道除草の回数 回 委託又は市が行う除草の回数
目標 3

提案面積 ha 身近なみどり整備推進事業による住民提案要望のあった森林面積
目標 20 20 10
実績 20 20

3 2
実績 3 2

成果
指標

苦情件数 件 林道に対する苦情件数
目標 0

整備面積 ha 身近なみどり整備推進事業による整備面積
目標 20 20 10
実績 20 20

0 0
実績 0 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
林道における監視は、職員によるものであるが、頻繁に行うことができず
サービスが行き届かない。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

平地林の保全整備、造林事業については県の補助を利用し計画的に実
施する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

林道については、雪入ふれあいの里公園等があるなど、管理等の事業は不可欠である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

林道の草刈、整備等については毎年計画的に行う。平地林の整備につ
いても県の補助を利用し計画的に実施する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

林道の維持管理に努め、平地林の保全については要望に沿って整備し
ていく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

大きな問題もなく、成果は得られた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
林道の維持管理について計画的に実施すること。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0106030102 平成 25 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 農林水産課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画
コード 4211
事業名 02水産振興事業
会　計 一般会計 款・項・目 060301水産業振興費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成23年度 決算 平成24年度 決算 平成25年度 予算

事業内容
水産振興事業（各団体等負担金、わかさぎ
孵化放流事業、ブルーギル除去など）。舟
溜管理事業など。

・水産振興事業（各団体等負担金、わかさ
ぎ孵化放流事業、ブルーギル除去など）。
舟溜管理事業など。
・高賀津樋門ゲート水密パッキン修繕

水産振興事業（各団体等負担金、わかさぎ孵化放流事
業、ブルーギル除去など）。舟溜管理事業など。

目　的
（成果）

水産資源の回復と漁業者の経営安定を図る。

内　容
（概要）

霞ヶ浦の重要な水産資源であるわかさぎ等の増産を図り、水産業の振興と組合員の生活を守るための支援を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 4,757,278 一般財源 8,864,663 一般財源 5,901,000
その他 その他 その他

計 4,757,278 計 8,864,663 計 5,901,000
金額 うち臨時分

11 需用費 97,650 11 需用費 5,339,378 11 需用費 1,075,000

19 負担金、補助及び交付金 4,059,628 19 負担金、補助及び交付金 2,925,285 19 負担金、補助及び交付金 4,226,000
13 委託料 600,000 13 委託料 600,000 13 委託料 600,000

5,901,000 0
対・決 -33.4 対・予 -44.110,554,000 伸び率(％)（参考） H23当初予算額 5,597,000 H24当初予算額

決算額計 4,757,278 決算額計 8,864,663 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

2,247,328
総事業費 歳出+職員人件費 7,156,328 歳出+職員人件費 11,285,617 歳出+職員人件費 8,148,328

0.3 人工 2,420,954 職員人件費 0.3 人工人件費 職員人件費 0.3 人工 2,399,050 職員人件費

無 有



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活動
指標

補助承認件数 件 補助事業申請の承認件数
目標 5

目標
実績

5 4
実績 5 4

成果
指標

漁業者の人数 件 漁業組合員の人数
目標 169

目標
実績

159 149
実績 159 149

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 漁業者の減少化。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 板垣　英明 担当課名 農林水産課

水産物の販売促進のための支援など。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

霞ヶ浦産の水産資源の維持のための本事業は必要である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

水産資源の維持や漁業振興のため、漁協等と協議し、方策を検討する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

水産物の販売促進のために支援していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

今後も県、漁協等と協議し、本事業を継続させる。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
水産業の維持を図るための各種取り組みを行うこと。

負担金・補助金のあり方などについて、近隣市町村と協議していく。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額


